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北海道内の小都市における地域発展計画の分析
―― 石狩市を事例として

竹 田 正 直

は じ め に

本稿の課題は，分権型社会における地方小都市の地域発展計画の分析であり，その対象とし

て札幌市（人口約189万人）に隣接する石狩市（人口約６万人）を取り上げる。

石狩市は，５年前の2005年（平成17年）10月１日に，旧石狩市，旧厚田村，旧浜益村の３

市村が合併してできた新しい自治体である。

合併の研究・協議は，2002年（平成14年）１月23日からはじまり，翌年には合併協議会が

設置され，15回の協議とシンポジウムや住民投票も行われ，2005年（平成17年）２月８日に

３市村議会の合併関連議案の決議が行われた。その後，北海道知事への合併申請，道議会決議，

知事決定を経て，2005年（平成17年）８月19日に総務省告示第947号で告示された。

旧石狩市への「編入」合併か，「新設」合併かが問題となったが，「新設」合併の場合の複雑

な手続きと約4,000万円の出費を嫌い，「新設」合併ではなくて，「編入」合併となった。

なお，合併を推進する背景には，当時，３つの要因が存在した。

第１は，「地方分権の推進への対応」である。

1999年（平成11年）７月成立・公布の地方分権一括法による機関委任事務制度の廃止，2003

年（平成15年）６月の三位一体改革の閣議決定，第27次地方制度調査会の合併促進のための

都道府県への事務処理の移行，『市町村の合併の特例に関する法律』の改正で，2005年（平成17

年）３月31日を期限とする合併による各種支援措置，2000年（平成12年）９月の北海道によ

る「市町村合併推進要綱」など，国および北海道の政策動向が背景にあった。

当時の３市村合併協議会の『新市将来構想』は，「次世代へ引き継ぐ行政運営のあり方の検討

を進め，より一層の住民参加のもと，自らの責任で，地域の特色を生かした魅力あるまちづく

りを行うことが重要となっています」（註１）と述べている。

第２は，「少子・高齢化への対応」である。

少子・高齢化は，言うまでもなく全国的傾向であるが，北海道では，15歳未満の年少人口１

人当たりに対する65歳以上の老年人口の割合である老年化指数が，1995年の国勢調査で

94.0％だったのが，2000年には130.2％ととなり，36.2％も増加していた。「今後，少子・高齢
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化社会の進展によって，世代間の人口バランスが崩れ，このままでは現役世代の負担が益々大

きくなっていくことが見込まれており，３市村においても同様な傾向にある。」（註２）

第３は，「厳しい財政状況への対応」である。

３市村合併の研究，協議がはじまった2002年（平成14年）度末の国と地方の長期債務残高

が693兆円，うち地方の借入残高が195兆円と，きわめて厳しい状況にあった。しかも社会保

障の充実，環境対策，社会資本整備，災害対策などの財政需要の増加が見込まれている。「税収

が伸び悩む中，３市村の財政を支える地方交付税や補助金が，三位一体改革などの大きな変化

により今後さらに減少し，住民サービスの維持に支障を来たす恐れも予想される。」（註３）

３市村合併のこれら３つの要因は，本研究において行う分権型社会における小都市の地域発

展計画の分析に関する研究方法に基本的な視点を示している。すなわち，１）分権型社会にお

ける自治体の基本理念の分析，２）理念を担う人口動態，子育て，人づくりの分析，３）理念

を政策化し実現する基礎としての自治体財政と地域の社会経済状況の分析である。

本稿においては，これら３つの基本視点のそれぞれの基礎的研究として，１）自治基本条例

を対象として自治体理念の基礎分析を行うこと，２）３市村合併直前の2004年（平成16年）

から，2010年（平成22年）までの人口動態（各，４月１日現在）分析をおこなうこと，３）３

市村合併後の財政再建計画ならびに総合計画により自治体財政の基礎的分析を行うことであ

る。

図1 石狩市の位置
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第１章 自治体の基本理念

第１節 自治基本条例

石狩市は，2008年（平成20年）４月１日から「石狩市自治基本条例」を施行した。その前文

に，まちづくりの基本理念が記されているので，資料１として掲載する。（註４）

前文は，まず，石狩市の立地と「海と川と森」の豊かな自然や先人の歴史と文化を誇り，「世

界に開かれた石狩湾新港」を核とした活力あるまちとする。「市民が自立して」平和で，安全に

活動できるまちを次世代に引き継ぐ。市民を「自治の主役」「まちづくりの主体」とし，市民と

市が「情報を共有し」，「協働の関係を確立すること」，そして「全国に先駆けて行政活動への市

民参加の実践」をさらに発展させようとしている。

そして，2頁には，石狩市の「まちづくりの基本原則」として，３つのキーワードをあげて説

明している。１）協働：市民が主役となり，市民と市，市民同士が協働で進めます。２）情報

共有：まちづくり活動の背景や目的を共有し，透明性を高め共感を広げます。３）持続可能性

の確保：未来の市民への責任を自覚し，将来も持続できるまちづくりを進めます。（註５）

この前文やまちづくりの基本原則としてあげられていることは，分権型社会にふさわしい，

市民の自立，市民を主役にして行政と協働して未来の持続的発展を展望すると言う先駆的理念

が示されている。この背景には，田岡克介市長が率先して提起し，いまや，市民や市職員の多

数に支持され，実践されてきている市民参加のまちづくりの長年の実績がある。

また，自治基本条例の条文は，第1～8章（全30条）と附則からなっている。条文でまず，

注目されるのは，「市民」規定の広さである。第２条で市民とは，ア）住民（石狩市に居住する

個人及び石狩市に主たる事務所を置く法人をいう），イ）石狩市内で就業，就学その他の継続的

な活動を行う者，ウ）石狩市内で営業し，又は活動する法人又は団体，と規定している。

ここで，ア）の住民は，発達段階の違いはあっても，自らも「市民」として自覚している者

が大部分であろうが，イ）やウ）の市民の場合は，かなりの啓蒙，普及活動がなければ，「市民」

として自覚するものは少数にととどまるであろう。「市民」の広い規定は，将来の「協働」への

可能性を広げ，住民人口の少ない小都市で，札幌という189万人の大都市に隣接する石狩市に

活性化をもたらす可能性を有している。

第２節 第４期総合計画の基本理念との差異

ところで，石狩市のまちづくりの基本理念に関し，もうひとつの資料がある。石狩市企画財

政部企画調整課編『第４期，2007（平成19年度)―2016（平成28年度）石狩市総合計画～あい

風と人間（ひと）が輝く活力のまち・石狩～』（以下，「総合計画」），2007（平成19年）３月，

である。資料２を参照。（註６）

この「総合計画」では，将来像を「あい風と人間（ひと）が輝く活力のまち・石狩」とし，

市民と行政の総力を挙げてのまちづくり，「都市地域と農山漁村地域がもつ特性をそれぞれ活か

北海道内の小都市における地域発展計画の分析
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資料1

「条例」の全文は文末に一括掲載。
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し」魅力的なまちを創るとしている。そして，共通する基本理念として３つ挙げている。１）

「自治体としての存立基盤を確かなものにする『自立』の思想が必要」，２）市民，企業・団体，

行政の３者が，「それぞれの役割を果たしながら知恵と力を合わせる『協働』も欠かせません」，

３）「合併のメリットを活かし，本市の魅力を創造するためには，人と自然，都市地域と農山漁

村地域などとの『共生』を進めることが大切です』と述べている。まちづくりの将来像を実現

する基本理念として「自立・協働・共生によるまちづくり」と定めます，としている。

この基本理念「自立・協働・共生によるまちづくり」は，合併の際の「新市建設の基本理念」

と同じである。基本理念の３つのキーワードのうち，「協働」は変わっていない。「自立」と「共

生」は，自治基本条例では，「情報共有」と「持続可能性の確保」となっている。「自立」は，

自治基本条例でも，キーワードになっていないが，よく出てくる重要な理念であるが，「総合計

画」では，「自治体としての存立基盤を確かなものにする『自立』の思想」と言われていたが，

自治基本条例では，むしろ，市民の自立として用いられている。これは，議論の深化と拡大と

肯定的に評価しうるし，他方で，自治体の，行政の自立課題の市民への転嫁との批判もありう

るので説明が必要であろう。

それ以上に大きな変化は，人と自然，都市地域と農山漁村地域などとの『共生』が軽視，も

しくは消えたことである。とくに，旧厚田村と旧浜益村の住民にとっては，行政サービスの低

下の危惧の中での合併が，「新市建設の基本理念」の中に，人と自然，都市地域と農山漁村地域

などとの『共生』が明記されたことで，両村の歴史と文化，観光遺産とともに人と自然，農山

漁村地域との共生の中に，田岡克介市長の両村の尊重姿勢を強く感じていただけに残念なこと

である。このことも，今後の自治基本条例の普及に際して説明されるべき点である。同じまち

づくりの基本理念ながらも，「自治基本条例」と「総合計画」との本質的差異からくるもので，

整合性が説明できれば幸いである。

とくに，都市地域と農山漁村地域との「共生」という３市村合併をも強く意識した文言のみ

ならず，「人と自然の共生」という21世紀の全人類史的視野を持つキーワードを基本理念に有

することは，新しい石狩市の全国的，世界的展開にとって重要である。

第２章 住民の人口動態分析

第１節 合併後の市全体の人口動態

表１の「石狩市データ 人口の推移」（各年とも４月１日現在）の全市合計をみると，合併前

年の2004年（平成16年）の３市村合計は，61,028人である。（註７）

その後，増加し続け2008年（平成20年）の61,367人まで増加した。これは，2004年（平成

16年）を100％として，100.6％，つまり，0.6％の増加である。しかし，2009年（平成21年），

2010年（平成22年）と減少し，2010年（平成22年）は，61,109人（100.1％）である。この

数字は，合併した2005年（平成17年）とくらべて67人の減少であるが，ほぼ，合併時を維持
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している。

この増加と維持の要因は，３つ考えられる。第１は，花川団地や新しい団地への札幌市通勤

住民を中心とした若手層の転入による増加である。第２は，田岡克介市長が率先して市長公宅

の託児施設への転用など，保育所を急速に増加させ，待機児童数ゼロを実現した子育て支援の

成果である。第３は，新港湾地域創業企業数が，2004年（平成16年）の590企業から，2009年

（平成21年）の611企業（増加率103.6％）への増加にともなう住民の増加である。これらの

要因が，旧厚田村と旧浜益村の急速な人口減少にもかかわらず，新石狩市の人口の増加，維持

をもたらしたものである。

表１では，年齢別に，0～14歳，15～64歳，65歳～，の３段階に区切られている。全国的，

全道的な少子高齢化のなかで，0～14歳人口が，合併前年の2004年（平成16年）から2010年

（平成22年）までの７年間に「増加と維持」の傾向を示していることは特筆に価する。

15～64歳の労働中心人口は，2010年（平成22年）までの７年間に41,911人（人口構成比

68.7％）から39,265人（人口構成比64.3％）へと2,646人減少し，人口構成比減少率では4.4％，

15～64歳の労働中心人口の７年間の減少率は6.3％である。これは，石狩市のほかの資料，所

得状況（所得割納税義務者一人当たりの総所得額）が，2004年（平成16年）から2010年（平

成22年）までの７年間に3,031（千円）から，年々減少し，2,642（千円）へと12.8％も減少

している（北海道の平均減少率よりも急速に減少している）ことと考え合わせると，今後の市

税収入上，由々しき事態である。

65歳以上の高齢化は，着実に増加し，2004年（平成16年）から2010年（平成22年）までの

７年間に10,884人（人口構成比17.8％）から13,615人（人口構成比22.3％）へと増加し，人

口構成比減少率では4.5％，65歳以上人口の７年間の増加率は25％となっている。

第２節 旧３市村別の人口動態

旧石狩市は，2004年（平成16年）から2010年（平成22年）までの７年間に，2009年（平

成21年）をのぞいて，一貫して人口が増加している。実数では56,034人から56,884人へ，人

口変動指数では，100％から，101.5％，つまり，1.5％の増加，実数で850人の増加である。

旧厚田村（現厚田区）は，2004年（平成16年）から2010年（平成22年）までの７年間に，

逆に，一貫して人口は減少している。実数では2,807人から2,433人へ，人口変動指数では，

100％から，86.7％へ減少している。つまり，13.3％，実数で374人の減少である。とくに，65

歳以上が７年間に，人口変動率で4.6％増加し石狩市全体より11％も高い。

旧浜益村（現浜益区）は，2004年（平成16年）から2010年（平成22年）までの７年間に，

同じく，一貫して人口は減少している。実数では2,187人から1,792人へ，人口変動指数では，

100％から，81.9％へ減少している。つまり，18.1％，実数で395人の減少である。とくに，65

歳以上が７年間に，人口変動率で6.5％増加し石狩市全体より25.6％も高い。注目すべきは，

人口変動指数の同年構成比で，浜益区は2010年（平成22年）に，15～64歳の44.6％を抜いて

38



47.9％となり，ほぼ人口の半数が65歳以上になったのである。全道および全国の高齢化率の２

倍以上である。0～14歳人口は，逆に，7.5％まで低下している。

なお，旧石狩市の人口増と旧厚田村および旧浜益村の人口減少について，自然増減以外に，

社会的行政的要因があったことを指摘しておかなければならない。それは，行財政改革によっ

て，厚田，浜益両支所の職員数を大幅に減少させたことである。後述するが，合併時に597人

表1

○人口の推移（4.1現在）

全市合計 0～14歳 15～64歳 65歳～ 人口計 人口変動指数 0～14歳比率 15～64歳比率 65歳～比率

平成16年 8,233 41,911 10,884 61,028 100.0 13.5 68.7 17.8

平成17年 8,289 41,670 11,217 61,176 100.2 13.5 68.1 18.3

平成18年 8,325 41,168 11,668 61,161 100.2 13.6 67.3 19.1

平成19年 8,299 40,866 12,163 61,328 100.5 13.5 66.6 19.8

平成20年 8,254 40,437 12,676 61,367 100.6 13.5 65.9 20.7

平成21年 8,286 39,668 13,237 61,191 100.3 13.5 64.8 21.6

平成22年 8,229 39,265 13,615 61,109 100.1 13.5 64.3 22.3

旧石狩地区 0～14歳 15～64歳 65歳～ 人口計 人口変動指数 0～14歳比率 15～64歳比率 65歳～比率

平成16年 7,748 39,112 9,174 56,034 100.0 13.8 69.8 16.4

平成17年 7,812 38,949 9,517 56,278 100.4 13.9 69.2 16.9

平成18年 7,879 38,589 9,968 56,436 100.7 14.0 68.4 17.7

平成19年 7,879 38,365 10,453 56,697 101.2 13.9 67.7 18.4

平成20年 7,875 38,045 10,968 56,888 101.5 13.8 66.9 19.3

平成21年 7,919 37,395 11,520 56,834 101.4 13.9 65.8 20.3

平成22年 7,882 37,056 11,946 56,884 101.5 13.9 65.1 21.0

厚田区 0～14歳 15～64歳 65歳～ 人口計 人口変動指数 0～14歳比率 15～64歳比率 65歳～比率

平成16年 289 1,713 805 2,807 100.0 10.3 61.0 28.7

平成17年 289 1,688 807 2,784 99.2 10.4 60.6 29.0

平成18年 281 1,610 807 2,698 96.1 10.4 59.7 29.9

平成19年 263 1,574 816 2,653 94.5 9.9 59.3 30.8

平成20年 232 1,514 818 2,564 91.3 9.0 59.0 31.9

平成21年 221 1,429 834 2,484 88.5 8.9 57.5 33.6

平成22年 212 1,410 811 2,433 86.7 8.7 58.0 33.3

浜益区 0～14歳 15～64歳 65歳～ 人口計 人口変動指数 0～14歳比率 15～64歳比率 65歳～比率

平成16年 196 1,086 905 2,187 100.0 9.0 49.7 41.4

平成17年 188 1,033 893 2,114 96.7 8.9 48.9 42.2

平成18年 165 969 893 2,027 92.7 8.1 47.8 44.1

平成19年 157 927 894 1,978 90.4 7.9 46.9 45.2

平成20年 147 878 890 1,915 87.6 7.7 45.8 46.5

平成21年 146 844 883 1,873 85.6 7.8 45.1 47.1

平成22年 135 799 858 1,792 81.9 7.5 44.6 47.9
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の職員数が，６年後の2010年（平成22年）に514人，実に，83人の減少，減少率13.9％であ

る。厚田支所が75人から22人，53人の減少，浜益支所が74人から29人，45人の減少である。

石狩市本庁を中心とした両市所以外は，448人から463人に職員数が増加しているのである。

（註８）100人近い両支所からの，若手中堅職員を中心に石狩市本庁および両支所以外の職場

に移動させたのであり，それにともない家族を含めた両支所住民人口の旧石狩市への数百人の

人口移動がともなったのである。もちろん，生首は切らないので，両支所で定年を迎え，そこ

に継続して居住する職員家族も当然いたであろう。職員の定年および移動と移住，家族数など

の資料は入手できていないので，あくまで，推測でしかないが。

表2

○幼稚園・保育所の児童の推移 （人)

定員数 入園･入所者数 待機児童数 入園等余力数

平成16年 1,335 1,126 4 209

平成17年 1,335 1,133 0 202

平成18年 1,415 1,240 23 175

平成19年 1,475 1,301 11 174

平成20年 1,565 1,392 0 173

平成21年 1,535 1,475 48 60

平成22年 1,675 1,524 0 151

※Ｈ16，17年数値は，旧２村分の合算データがないため，旧

石狩市のみの数字です。

参考 幼稚園（基準日5.1） （人)

定員数 入園者数

平成16年 730 581

平成17年 730 581

平成18年 730 619

平成19年 730 621

平成20年 730 649

平成21年 730 668

平成22年 730 658

参考 保育所（基準日4.1） （人)

定員数 入所者数 待機児童数

平成16年 605 545 4

平成17年 605 552 0

平成18年 685 621 23

平成19年 745 680 11

平成20年 835 743 0

平成21年 805 807 48

平成22年 945 866 0

○新港地域操業企業（年度末）

企業数 変化率

平成16年 590 100.0

平成17年 596 101.0

平成18年 600 101.7

平成19年 611 103.6

平成20年 612 103.7

平成21年 611 103.6

※銭函地区含む。

○国保加入者の推移（年度末） （人)

加入者数 後期高齢者数 合計

平成16年 20,986 － 20,986

平成17年 21,360 － 21,360

平成18年 21,943 － 21,943

平成19年 22,171 － 22,171

平成20年 16,890 6,297 23,187

平成21年 16,945 6,481 23,426

※Ｈ16年数値は，旧２村分の合算データがないた

め，旧石狩市のみの数字です。
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第３節 将来の推計人口動態

先に，基本理念について述べた際に，「総合計画」についてふれたが，その中で，旧石狩市の

「総人口及び年齢階層別人口の推移」の資料がある。国政調査資料によるもので，1985年（昭

和60年）から，合併の年の2005年（平成17年）までの５年ごとの，年齢別人口の推移が示さ

れている。この20年間に，25.2％の総人口の増加がみられるとともに，1995年（平成７年）以

降，総人口の伸び率が鈍化してきたことと確実に少子高齢化が進展していることがわかる。図

３参照。（註９）

次に示す図３（註10）は，2005年（平成７年）から，2030年（平成42年）までの25年間に

表3

○石狩市職員の推移 （人)

支所以外 厚田支所 浜益支所 合計 市民／職員 合計変化率 支所以外シェア 厚田支所シェア 浜益支所シェア

平成16年 454 75 75 604 101.1 100.0 75.2％ 12.4％ 12.4％

平成17年 448 75 74 597 102.5 98.8 75.0％ 12.6％ 12.4％

平成18年 496 42 53 591 103.5 97.8 83.9％ 7.1％ 9.0％

平成19年 480 40 46 566 108.4 93.7 84.8％ 7.1％ 8.1％

平成20年 468 31 42 541 113.4 89.6 86.5％ 5.7％ 7.8％

平成21年 473 25 34 532 115.0 88.1 88.9％ 4.7％ 6.4％

平成22年 463 22 29 514 118.9 85.1 90.1％ 4.3％ 5.6％

○観光客入込数の推移（施設別) （人)

石狩浜海水浴場 番屋の湯 番屋の宿 ヴィジターセンター 戸田記念墓地公園 浜益保養センター 小計(主要施設) 合計(全施設)

平成16年 413,371 360,828 17,982 39,546 336,600 42,200 1,210,527 1,860,000

平成17年 417,604 335,160 24,341 40,349 309,700 38,600 1,165,754 1,733,800

平成18年 448,200 289,993 29,678 41,544 311,300 34,200 1,154,915 1,725,900

平成19年 367,700 199,979 22,340 40,584 344,000 41,400 1,016,003 1,548,800

平成20年 371,850 179,780 11,466 41,774 345,700 40,900 991,470 1,997,800

平成21年 189,400 158,285 7,101 38,409 378,300 69,300 840,795 1,887,700

○生活保護受給者の推移（年度末) （人)

旧石狩市 厚田区 浜益区 合計 合計変化率 旧石狩シェア 厚田シェア 浜益シェア

平成16年 364 39 45 448 100.0 81.3％ 8.7％ 10.0％

平成17年 341 38 55 434 96.9 78.6％ 8.8％ 12.7％

平成18年 364 34 52 450 100.4 80.9％ 7.6％ 11.6％

平成19年 362 41 49 452 100.9 80.1％ 9.1％ 10.8％

平成20年 419 41 45 505 112.7 83.0％ 8.1％ 8.9％

平成21年 475 42 44 561 125.2 84.7％ 7.5％ 7.8％

○所得状況 （千円)

石狩市 北海道 石狩変動率 道変動率

平成16年 3,031 104.5

平成17年 2,901 3,073 100.0 100.0

平成18年 2,785 2,964 96.0 96.5

平成19年 2,734 2,933 94.2 95.4

平成20年 2,725 2,906 93.9 94.6

平成21年 2,642 91.1

※所得割納税義務者一人当たりの総所得金額

ただし，土地等に係る分離課税分の所得は含まない。
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わたる「推計人口及び年齢階層別人口の推計」である。これは，国立社会保障・人口問題研究

所が，2003年（平成15年）12月に推計した『日本の市区町村別将来推計人口』からの資料で

ある。

この推計によると，2015年（平成27年）に総人口はピークとなり，その後は減少すると推計

資料：国勢調査

注）総人口には年齢不詳を含むため，年齢階層別人口の和と一致しない。

図2 総人口及び年齢階層別人口の推移

資料：日本の市区町村別将来推計人口［平成15年12月推計］（国立社会保障・人口問題研究所)

注１)推計上の端数処理のため，年齢階層別人口と総人口の和が一致しない場合がある。

注２)平成７年，平成12年及び平成17年については，各年の国勢調査結果によるものであり，総人口には年齢

不詳を含むため，年齢階層別人口の和と一致しない。

図3 推計人口及び年齢階層別人口の推計
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されている。しかし，現実には，2009年（平成21年）より2010年（平成10年）は減少してお

り，推計によればこれが一時的なもので，５年後を目指して増加が推計されうるが，おそらく，

減少が早く来ているとみて，対策を前倒しで考えるほうが賢明であろう。さらに，少子高齢化

の進展が激しくなり，15～64歳の生産中心人口は，2030年（平成42年）には55％と推計され

ており，今日の浜益区の傾向が石狩市全体の傾向となることが想定される。

第３章 ３市村合併後の財政再建計画

第１節 自治体財政の危機

今日，政府をはじめ，ほとんどの日本の自治体は財政危機に見舞われている。かってのバブ

ル期の大型公共投資を市債でまかなってきたが，その利払いや償還が重くのしかかり，さらに，

世界経済危機に見舞われ，土地評価額の下落による固定資産税収入の減収，道や国からの交付

金の減額などで，北海道内の多くの自治体が「赤字債権団体」への転落の危機にある。

「分権型社会」の到来がさけばれ，政府から都道府県へ，都道府県から市町村へと権限の移譲

が鳴り物入りで言われている。しかし，多くの場合，瑣末な権限を移譲し，政府や都道府県に

とって重要でない項目の移譲であり，財源移譲もともなうものはごく少数である。

石狩市にとっても，財政危機は例外ではないし，政府と都道府県からの権限委譲は，これま

で300項目以上になるが，財源をともなうものは総額で，わずか数100万円程度で，これでは，

市町村自治体の事務処理および責任増加と財源の地方自治体負担による「分権型社会」の到来

に他ならない。

第２節 財政危機の諸要因

旧石狩市は，合併前年の2004年（平成16年）から「財政の硬直化」が始まり，収支バラン

スが大きく崩れ，そのギャップを基金等で埋めてきたがその基金も底をついてきた。石狩市自

らが，「このまま赤字体質から脱却できずに推移すれば，〝赤字債権団体"への転落も現実的な

状況となっています。」（註11）と述べている。

そして，「地方財政再建促進特別措置法」によって，標準財政規模（市税，地方交付税，地方

贈与税等の合計額）の20％以上の赤字が生じた場合，「自主再建」の選択は困難で，事実上，「準

用財政再建団体」，いわゆる〝赤字債権団体"となり，国の管理下で再建を図ることになる。夕

張市の実例を知悉しているだけに，転落した場合の地方分権どころか，自治体の自主判断がほ

とんどできない事例を詳細に列挙している。（註12）

石狩市の場合，合併直前の2004年（平成16年）から2005年（平成17年）にかけての財政

危機の諸要因として次の要因があった。１）決算収支が，2004年（平成16年）の１億３千万円

から2005年（平成17年）には2,300万円に激減した。２）2004年（平成16年）の１億３千万

円の黒字も基金等からの取り崩しで実質的に赤字収支となっている。３）資料５で示したよう
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に，市税収入，特に固定資産税の評価替えにともない連続収入減となっている。４）市財政収

入の４分の１を占める交付税が，2003年（平成15年）の87.7億円をピークに，国の５兆円規

模の大幅削減で13億円も急減している。５）生活保護費，国民健康保険，老人保険，介護保険

などの特別会計への繰りだしが増加している。特に，生活保護費が，合併後の５年間に，厚田

資料3

市税収入の状況

地方交付税等決算額の推移（３市村ベース)

社会保障費の推移
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区（38人から42人へ）は若干増加，浜益区（55人から44人へ）は，急減しているが，旧石狩

市では，434人から561人へと激増している。企業の非正規職員の切捨てが影響していると推測

される。６）バブル期や市制施行にあわせての大型施設建設の公債費（返済額）が重い財政負

担となってきている。７）1996年（平成８年）250億円だった市債は，10年後の2006年（平成

18年）には367億円となり，逆に，78億円の財政運営基金が７億円に減り，合併まちづくり基

金のおかげで19億円繰り入れ26億円となっている。８）財政構造が硬直化し，経常収支比率

が，80％を超えると警戒ラインといわれているのに，石狩市は，2005年（平成17年）決算で，

93.3％という硬直化状態で独自の柔軟な政策実現が困難な事態になっていた。これは，道央圏

の江別市，千歳市，恵庭市，北広島市と比較しても明らかである。（資料６参照）

第３節 財政再建計画の実施

2007年（平成19年）の『石狩市財政再建計画』では，2010年（平成22年）以降の実質単年

度収支の黒字化を第一目標とし，そのための数値目標を，１）経常収支比率90％未満（2005年

の合併年度93.3％），２）市債残高（人口１人あたり）50万円未満（同上，62万円），３）実質

資料4 市債の借入額と返済額（普通会計)

経常収支比率の推移
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公債費比率18％未満（同上，19.9％）を掲げて，2011年（平成23年）度までの「中期財政見

通し」を策定して全市挙げて取り組んできた。

特に，経常経費の削減の大きな柱が人件費の削減であり，合併前年の2004年（平成16年）

に，旧石狩市等454人，厚田支所75人，浜益支所75人，合計604人の職員を，2009年（平成

21年）には，旧石狩市等463人，厚田支所22人，浜益支所29人，合計514人，削減率14.9％

資料5 管内５市との各種財政指標等の比較（平成17年度)

項 目 石 狩 市 江 別 市 千 歳 市 恵 庭 市 北広島市 全道市平均

標 準 財 政 規 模 14,495百万円 22,430百万円 18,254百万円 12,427百万円 11,086百万円 29,122百万円

財 政 力 指 数
（３ヵ年平均) 0.528 0.497 0.763 0.610 0.652 0.546

実 質 収 支 比 率 0.2％ 2.5％ 2.8％ 1.4％ 3.2％ 0.6％

経 常 収 支 比 率
（減税補てん債等含む) 93.3％ 88.5％ 88.2％ 88.0％ 90.9％ 93.7％

公 債 費 比 率 18.0％ 18.7％ 13.3％ 14.2％ 16.6％ 18.5％

公 債 費 負 担 比 率 18.1％ 19.1％ 13.7％ 14.0％ 16.8％ 20.1％

起 債 制 限 比 率
（３ヵ年平均) 12.5％ 13.8％ 10.6％ 11.7％ 12.6％ 13.7％

実 質 公 債 費 比 率
（３ヵ年平均) 19.9％ 17.9％ 14.2％ 16.7％ 16.8％ 16.0％

市 税 収 納 率 91.3％ 91.1％ 93.7％ 92.3％ 91.7％ 90.1％

（人口１人当たり指標） （単位：円)

項 目 石 狩 市 江 別 市 千 歳 市 恵 庭 市 北広島市 全道市平均

基金残高（年度末) 23,751 58,764 64,100 27,482 54,247 37,016

市債残高（年度末) 617,692 357,701 404,286 390,130 381,645 569,250

市債返済額（公債費） 57,111 42,200 39,527 36,647 39,373 59,732

（「市町村の財政状況（北海道）」等より作成)

※注 本市の「基金残高（年度末）」欄は，基金からの借入分を除く残高。

（各指標の説明）

標準財政規模：標準的な財政規模（一般財源）の多寡を表わします。

財 政 力 指 数：財政力を見る指数として用いられ，高いほど財政が豊かであるといえます。１以上となると普

通交付税が交付されない不交付団体となります。

実質収支比率：その年度の標準的な財政規模に対する黒字（赤字）の比率。通常３～５％が適当とされていま

す。この実質収支の赤字比率が20％以上となると，国から財政再建団体の指定を受けなけれ

ば，市債の発行が制限され実質的に財政を運営することができなくなります。

経常収支比率：人件費，扶助費，公債費など毎年経常的に支出される特定の財源をもたない経費を，毎年経常

的に収入される一般財源で割った比率。低いほど臨時的な経費にまわす財源を確保できること

になり，高いほど経常的な経費が財政を圧迫し，財政構造の弾力性が低いということになりま

す。

公 債 費 比 率：標準的な一般財源に対する公債費の割合。他団体との比較から客観的な市の公債費の状況がわ

かります。

公債費負担比率：公債費のうち特定の財源をもたない経費が一般財源の総額に占める割合。比率が高いほど自由

度の高い一般財源を多く公債費に充ててしまっていることとなり，財政構造の硬直性が高まっ

ているといえます。

起債制限比率：市債が過大とならないよう，国が一定の制限を設けるための指標。なお，平成18年度からは地

方債協議制度のスタートに伴って，新たに実質公債費比率が用いられることとなりました。

実質公債費比率：標準的な一般財源に対する公債費相当額（公営企業繰出金，一部事務組合負担金及び債務負担

行為による支出額中の公債費に準じる経費を含む。）の割合。
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の大幅削減を実施している。厚田支所70.7％の削減率，浜益支所61.4％の削減率である。（表

３，参照）

その他，あらゆる分野での財政再建努力の結果，「中期財政見通し」を着実に実現し，目標を

「実質単年度収支の黒字化」から，「第４期総合計画」の主要事業へのとりくみと一歩前進させ

資料6 中期財政見通し（平成22年３月)
５ヵ年計の >はＨ21年３月時点数値

（単位：百万円)

区分 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 （5ヵ年計)

市税，交付税，譲与税，交付金など
（減税補てん債，臨時財政対策債を含む） 16,935 17,226 17,452 17,284 17,490 17,471 85,631>

86,923

国・道支出金 2,820 3,136 2,800 5,378 5,198 4,180 15,381>
20,692

市 債
（減税補てん債，臨時財政対策債を除く） 1,076 749 691 1,068 1,095 1,684 4,420>

5,287

うち土地開発公社用地取得分 302 77

その他 8,537 7,690 7,768 7,580 7,141 6,852 37,684>
37,031

歳 入 合 計 （Ａ) 29,368 28,801 28,711 31,310 30,924 30,187 143,116>
149,933

人件費 4,410 4,324 4,183 4,185 4,414 3,991 21,482>
21,097

うち一般職・特別職 3,938 3,893 3,751 3,743 3,946 3,523

扶助費 2,839 3,013 3,192 3,449 4,358 4,508 16,224>
18,520

公債費 4,066 3,678 3,673 3,346 3,614 3,507 17,941>
17,818

一部事務組合負担金 1,474 1,514 1,420 1,481 1,583 1,964 9,356>
7,962

特別会計繰出金 2,688 2,850 2,276 2,463 2,236 2,187 9,419>
12,012

普通建設事業費 2,387 1,577 1,160 2,767 2,360 1,527 6,303>
9,391

その他 11,377 11,564 12,401 13,405 12,359 12,503 61,924>
62,232

うち土地開発公社拠出金 － － 30 30 30 30

歳 出 合 計 （Ｂ) 29,241 28,520 28,305 31,096 30,924 30,187 142,649>
149,032

収 支（Ａ）－(Ｂ） （Ｃ) 127 281 406 214 － －

(翌年度に繰越すべき財源） 21 52 214

実 質 収 支 106 281 354 － － －

累積赤字額 － － － － － －

「標準財政規模＋臨財債」の見込額 15,208
（△0.9％)

15,581
（2.5％)

15,563
（△0.1％)

15,906
（2.2％)

16,018
（0.7％)

16,018
（0.0％)

標準財政規模の見込額 14,445 14,889 14,915 14,900 14,868 14,868

･Ｈ20までは各年度の決算統計に基づく数値，Ｈ21は一般会計補正予算第６号を基本とした見込

額です。

･Ｈ21には，Ｈ20繰越明許費に係る決算見込額を含み，Ｈ21繰越明許費に係る最終予算額を含み

ません。

･Ｈ22には，Ｈ21繰越明許費に係る最終予算額を加えています。

･Ｈ22以降の市債及び普通建設事業費については，第４期総合計画における「主要事業」の中期見

直しに基づき計上しています。

･決算統計上，特別会計繰出金として取り扱う職員給与費については，人件費から除いています。
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ている。合併特例債の活用とこの間の財政再建努力によって，ひとまず，〝赤字債権団体"への

転落の危機を克服しかけ，新たな数値目標を設定している。それは，１）経常収支比率90％未

満（2008年の実績89.5％），２）市債残高（人口１人あたり）50万円未満（同上，54.7万円）

の目標は同じであるが，３）実質公債費比率は，18％未満の目標を13％未満（同上，13.3％）

に改善している。

その結果，2010年（平成22年）３月に，『石狩市財政再建計画』の第３次改訂版を策定しそ

の実現に取り組んでいる。（註13）

お わ り に

分権型社会における地方小都市の地域発展計画の基礎的研究として，１）自治体の基本理念，

２）人口動態，３）財政再建について，石狩市を対象として概観した。

基本理念では，永年の市長のリーダーシップと市民参加の実績から分権型社会にふさわしい

理念が自治基本条例や総合計画に結実しており，あとは，この理念が市民に普及定着するかが

課題である。また，総合計画と自治基本条例の基本理念の間の若干の齟齬について説明が必要

である。

人口動態分析に関しては，それを基礎として，子育て，人づくりの分析を予定したが，後者

はなし得なかった。なお，住民人口動態調査はあるが，自治基本条例において，石狩市の「市

民」概念を広く規定したことにより，今後，行政としては，基礎資料として「市民」動態の調

査が課題となりうる。これはなかなか難しい課題である。

財政再建は，自治や分権の事実上の基礎条件であり，〝赤字債権団体"へ転落しては，自治も

分権も砂上の楼閣になってしまう。それだけに，石狩市は，田岡市長を先頭に財政危機の克服

に努力を傾注し，一息ついたところである。しかし，油断は禁物である。

それにしても，わが国政府，特に，国が交付税の５兆円規模の大幅削減を行いながら，財源

をともなわない言葉の上の「分権型社会」の押し付けは，石狩市においても垣間見ることがで

きた。

註

(１)石狩市・厚田村・浜益村合併協議会『新市将来構想』2004年（平成16年）１月，1頁。

(２)同上。

(３)前掲，石狩市・厚田村・浜益村合併協議会『新市将来構想』2頁。なお，石狩市への合併の３つ

の要因を含め，編入合併の経緯と，当時の３市村の社会経済状況については，竹田正直「市町村合

併後の地域社会経済の展望―新しい石狩市を事例として―」（『北海学園大学経済論集』，第53巻，

第４号，2006年３月刊，89～116頁を参照。

(４)石狩市企画経済部協働推進・市民の声を聴く課『みんなで進めるまちづくり いしかりし自治基

本条例』2008年４月，表紙。
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(５)同上，2頁。

(６)石狩市企画財政部企画調整課編『第４期，2007（平成19年度）―2016（平成28年度）石狩市総

合計画～あい風と人間（ひと）が輝く活力のまち・石狩～』，2007（平成19年）３月，7-8頁。

(７)「石狩市データ 人口の推移」（各年とも４月１日現在）。石狩市企画経済部での聞き取り調査で

入手。この人口動態は，先に述べた「市民」のうちの「住民」のさらに石狩市に居住する者の動態

であり，「市民」概念の１構成部分であるが，しかし，基本的構成部分とも言える。

(８)「石狩市データ 石狩市職員の推移」参照。

(９)石狩市企画財政部企画調整課編『第４期，2007（平成19年度）―2016（平成28年度）石狩市総

合計画～あい風と人間（ひと）が輝く活力のまち・石狩～』，2007（平成19年）３月，18頁。

(10)同上，20頁。なお，この推計を行った2003年（平成15年）は，まだ，合併前であり，しかし，

この「総合計画」が出されたのは，合併後であり，この図３が旧石狩市のみの人口推計なのか，旧

厚田村と旧浜益村の推計も加算して図を作成しなおしたのかは明示されていない。しかし，2005年

（平成17年）の総人口数から推測すると加算していると思われる。

(11)石狩市企画財政部行政経営推進室『石狩市財政再建計画』，2007（平成19年）３月，1頁。

(12)同上，9頁。

(13)石狩市企画財政部財政課財政担当『平成19年度～23年度 石狩市財政再建計画（第３次改訂

版）』，2010（平成22年）３月，5頁。
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